
予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費
	事業名　林業労働災害防止支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　林政部　森林整備課　森林経営係　電話番号：058-272-1111（内3198 ）

　　　　　　　　　　E-mail： c11515@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 　963千円（前年度予算額：963千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	963
	481
	0
	0
	0
	0
	482
	0
	0

	要求額
	963
	481
	0
	0
	0
	0
	482
	0
	0

	決定額
	963
	481
	0
	0
	0
	0
	482
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
林業の労働災害の発生率は、災害の発生度合を表す「死傷千人率」で他産業と比べると、全産業の中で最も高い発生率が30年以上続いている状況にあり、平成13年度から、毎年、労働災害防止・削減を目的に林業労働安全衛生に関する研修を行ってきた。県下における死傷災害の発生状況をみると、平成25年から平成29年までの５年間における死傷災害は304人で全国の都道府県別で４番目に多い件数となっている。死亡災害についても６人で全国の都道府県別の発生数で上位10位以内に入っており、労働災害発生が多い状況にある。近年３年間の作業種別労働災害発生数では伐木作業中のかかり木処理による死亡災害が一番多く、全体の約２割を占めている。また、林業機械を起因物とする死亡災害は少ないが、死傷災害の件数ではでは林業機械の中で伐木等機械によるものが多い状況となっている。
労働災害防止に向けた取り組みは、林業労働力を安定的に確保する観点からも安全で快適な職場づくりを推進する必要がある。
（２）事業内容

（ア）事業目的・事業効果

　　　伐木作業における労働災害防止を図るため、かかり木処理や高性能林業機械安全対策など作業内容に応じた林業労働安全に関する研修会を開催する。
（イ）内容
１）安全衛生指導員の養成　１回
安全衛生指導員は、高齢化や指導員の交代等による経験不足等を補うべく、指導力向上を図るための実践的な研修を開催する。

２）かかり木処理現地実技研修会　２回
かかり木処理や雪害木の処理等の安全作業方法、適切な手順及び器具の使用方法等について周知徹底を図るため、現地実技研修会を開催する。

３）高性能林業機械安全対策研修会　１回
厚労省が実施した「高性能林業機械に係る安全対策の充実事業」に県内の研修修了者を講師として、高性能林業機械の安全対策研修会を実施する。

（３）県負担・補助率の考え方

国庫補助１/２（林業・木材産業成長産業化促進対策交付金充当）

県費　　１/２（森林整備担い手対策基金充当）
（４）類似事業の有無　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	963
	林業労働災害防止に向けた研修会等

	合計
	963
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　　第３期岐阜県森林づくり基本計画　「労働安全意識の向上を図ります。」
（２）国・他県の状況

　　　厚生労働省が策定した第13次労働災害防止計画において林業が重点業種となっている。他県においても林業労働災害の未然防止に向けた研修会等を開催している。
（３）後年度の財政負担

　　　林業における労働災害の発生率は高く、林業労働災害撲滅の観点から継続して実施する必要がある。
（４）事業主体及びその妥当性

１）事業主体：県（委託：林業・木材製造業労働災害防止協会岐阜県支部）
２）妥当性：労働災害防止団体法に基づき設立された林業・木材製造業におけ
る労働災害の防止活動を行う唯一の団体であり委託先として妥当
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・平成31年度までに、県下の林業死傷者数を年間50人以下とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	県下の林業死傷者数

	（H  ）
	61人
（H27）
	60人
（H28）
	55人
（H29）
	50人
（H31）
	91％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・かかり木処理現地実技研修会　（２回）　参加者数　23人

・高性能林業機械安全対策研修会（２回）　参加者数　３人


（前年度の成果）

	・かかり木処理現地実技研修会　（２回）　参加者数　23人

・高性能林業機械安全対策研修会（２回）　参加者数　３人


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	・全国の死亡災害の高い割合を占めているかかり木処理作業に関する研修を受けることは、林業労働災害の未然防止につながり、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・長期的視点から、岐阜県における林業の死傷者数は減少傾向にあり、成果があがっているといえる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・現場で作業をしている森林技術者を対象に実技指導を行うことにより、安全な作業方法を学習することが可能である。




（今後の課題）

	・岐阜県における林業の死傷者数は減少傾向にあるが、災害の撲滅に向けて、さらなる推進を図る必要がある。



（次年度の方向性）
	・森林技術者一人一人に安全な作業手順を指導し、安全対策に対する意識の向上を図り、林業現場から災害の発生を撲滅させる。



